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既存係留施設の改良工法の現状分析
と工法選定の基本的な考え方

（研究期間：平成29～30年度）

港湾研究部 港湾施設研究室 室長宮田正史 主任研究官竹信正寛 主任研究官福永勇介

（キーワード） 改良設計、改良工法、既存係留施設、工法選定、体系化

１．目的

近年，港湾分野では，船舶大型化，耐震性能の向

上，老朽化対策などの改良工事が増加している．多

種多様な改良工法があり，最適な改良工法が見逃さ

れてしまう可能性がある．本研究1)では，既存係留施

設の改良設計事例を収集し，現状を包括的に整理し，

改良工法の選定候補の抽出方法の体系化を図った． 

２．改良工法の現状 

平成11～28年度の

全国の設計事例から

既存の係留施設の改

良事例112件を抽出

し，改良工法に関す

る分析を行った．そ

の結果，老朽化対策

を改良目的とした事例が最も多く，それに次いで耐

震強化，増深，その他の順であった（図-1）．

３．改良工法選定の基本的な考え方

改良工法を網羅的に収集した結果，重力式係船岸

28工法，矢板式係船岸26工法，桟橋18工法の改良工

法を整理することができた．これらの改良工法は，

既存施設の安定性を向上させる原理（安定性向上メ

カニズム）によって分類することができた．図-2に

重力式岸壁の安定性向上メカニズムの概念図を示す． 

係留施設の改良工法選定は，既存施設の構造断面

に対して有効となる安定性向上メカニズムを整理し，

メカニズムごとに分類される工法を網羅的に調べた

上で，陸上施工の可否等の各種の制約条件を明確に

設定することで，効率的に改良工法の絞り込みを行

うことができる（図-3）．この考え方を適用するこ

とにより，既存係留施設の改良工法を一貫した考え

方で漏れなく，公平に抽出できる．

この考え方は新規施設の設計にも活用できる．図

-3のような整理を事前に行えば，将来改良を行う際

の難易度や改良を考慮したライフサイクルコストの

評価が可能となり，合理的な断面設定に繋がる．

図-2 重力式岸壁の安定性メカニズムの概念図 

図-3 改良工法選定の基本的な考え方の適用事例 

４．おわりに 

本研究では，既存の係留施設の改良工法選定に対

する基本的考え方を提示した．この考え方を重力式

岸壁の増深改良に適用した結果2)3)も参考になる．

既存施設の改良案件は今後も増加すると考えられる

ため，今回のような検討は継続して行う必要がある． 
1) 国総研資料 No.996，2017. 
2) 国総研資料 No.1021，2018. 
3) 国総研資料 No.1047，2019 
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図-1 改良目的の内訳 
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貿易戦争が世界の貿易や海運へ
与える影響は？ （研究期間：平成24年度～）

港湾研究部 港湾システム研究室 室長 赤倉康寛 

（キーワード） 保護貿易、トランプ政権、追加関税、コンテナ 

１．はじめに

米国のトランプ政権による保護貿易政策は、各国

の報復を招き、貿易戦争の様相を呈してきている。

輸入関税率の大幅な上昇は、価格の高騰を招き、輸

入量を減少させ、経済を減速させる。本研究では、

政府のTPP効果分析にも使用された応用一般均衡モ

デルGTAPを用いて、貿易戦争による関税率の上昇が

貿易や海運に与える影響を試算した。

２．トランプ政権の保護貿易政策と報復措置

米トランプ政権では、通商法の執行により貿易赤

字国への対策を進めてきた。1962年通商拡大法232

条により、安全保障を理由とした貿易制裁として、

2018年3月（一部6月）から鉄鋼・アルミニウム製品

の追加関税を賦課し、さらに、自動車・部品につい

て調査中である（2019年1月時点）。また、1974年通

商法301条により、中国の知的財産権侵害等の不公正

貿易に対して、3回にわたり追加関税を賦課してきた。

これに対して、中国、EU、カナダ、インド等が報

復措置を実施した。図－１に、全世界の貿易に対し

て追加関税が賦課された割合の推移を示す。2019年1

月時点で2.3%だが、最大6.6%まで進む可能性がある。

一方で、韓国、オーストラリア等は輸出数量制限を

受け入れ、NAFTA（北米自由貿易協定）も見直しがな

され、EU、日本、中国は米国と協議中である。
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図－１ 追加関税対象額が世界貿易に占める割合

３．試算結果

試算シナリオとして、①当初2019年初に予定され

ていた対中国の通商法301条第3弾の関税率上昇とそ

の報復措置（2018年12月の米中首脳会談の結果、2019

年3月まで留保）までと、②現在想定される自動車・

自動車部品及び米中全輸入への追加関税率賦課及び

報復措置を含む全措置について、貿易戦争がない場

合との比較で、各国コンテナ貨物量への影響を示し

たのが、図－２である。米中において大きく減少す

る結果となり、北米航路（米－日中韓台）のコンテ

ナ貨物量では18～36%減少となった。
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図－２ 試算結果（コンテナ貨物量）

４．想定される影響

上記の試算結果が現実となった場合、世界海運で

は、貨物量の大幅減により輸送能力（船舶）が過剰

となる可能性が想定される。また、グローバル・サ

プライチェーンの脱中国が加速することを示唆して

おり、我が国企業も含め、精密機械やアパレル等に

おいて、既にそのような動きが進みつつある。

☞詳細情報はこちら

国総研資料 No.1053

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1053.htm
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研究動向・成果

既存係留施設の改良工法の 
現状分析と工法選定の基本的 
な考え方（研究期間 ： 平成 29 年度～平成 30 年度）
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室長
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